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第３款　民　　生　　費

 １　社会福祉費

         １　施策の趣旨等
　高齢者が必要とする療養病床を確保し、府民に対する医療・介護サービスの提供体制を整
備する。

　指標：医療療養病床数　目標：約３，６００床（平成２９年度）　実績：３，４４５床

２　施策の実施状況
　医療療養病床を有する医療機関が行う病床の維持等に要する事業に助成した。
　７医療機関

３　執　　行　　額 ９，５９６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。
　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　指標：福祉人材の確保
　目標：７，０００人（うち北部１，０００人）（平成２９年度まで）　実績：４，７９２人（うち北部７１２人）

２　施策の実施状況
茨　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　　福祉人材の確保及び定着を図るための支援を行った。
　ア　福祉人材育成認証システム推進事業
　全国初の取組として、人材育成に積極的に取り組む福祉事業所を京都府が認証し、公
表する「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進した。

　　　宣言事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６５件
　　　認証事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４７
　　　上位認証法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　５
　イ　人材確保・定着
　　契　介護・福祉人材プラットフォーム事業

　関係機関・団体からなるプラットフォーム（きょうと介護・福祉ジョブネット）に
より、介護・福祉人材確保・定着に係る事業を企画・調整するとともに、情報発信等
を行った。

１　社会福祉総
務費
（Ｐ９６）

８，５９５，９２３，０００
（１３，８６７，９４７，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ２４，６２０，０００
京都式地域包括　 　　　　　　　 ケアセカンドス
テージ事業費

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

８，５１５，１１７，０９５
 （１３，３６２，６０９，６９８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２，５２５，９７９，３３４
財 産 収 入
 ９３０，１５５
繰　入　金
 ３８５，４４０，６６４
繰　越　金
 ２６，８８０，０００
諸　収　入
 １４，９０４，０００
府　　　債
 ２，０００，０００
一 般 財 源
５，５５８，９８２，９４２

療養病床あんしん確保
対策事業
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業

（ ）高 齢 者 支 援 課
介護・地域福祉課
障 害 者 支 援 課
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　　形　福祉人材カフェの運営
　福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相談・支援を行うとともに、求職者支援
員の配置や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介護・福祉を担う人材の確保・定
着を図った。

　　　　福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）　　　相談件数　２，０４１件　就職者数　５３０人
　　　　北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内）　　〃　　　８３１　　　　〃　　３５７
　　　　福祉職場就職フェアの開催　　　　　　　　　全域　　　　２回　　地域別　　１回
　　　　福祉就活サポート事業　　　　　　　　　　　就職者数　　２０人
　ウ　人材育成
　小・中学生に対する職業教育プログラムや福祉職場未経験者への職場体験事業を実施
し、介護・福祉を担う人材を育成した。

　　　次世代の担い手育成事業　　　　　　１０校
　　　　　　　　　　　　　　　　（小学校７校３０６人、中学校３校９９人）
　エ　介護・福祉人材総合支援センターの運営
　介護福祉人材確保の拠点として、就業支援やマッチングに加え、就業後の研修や定着
支援までを一体的に実施した。

　　　就業相談・マッチング事業　内定者　３２９人
　　　再就職支援　　　　　　　　内定者　１８３
　オ　介護福祉士等修学資金貸付事業・介護人材再就職準備金貸付事業
　介護福祉士等を目指す学生への修学資金貸付制度の充実及び離職した介護人材が再就
職する際に必要となる準備金の貸付を実施した。

　　　修学資金貸付　　　　　２２件　
　　　再就職準備金貸付　　　９　　
芋　新・地域包括ケア総合交付金事業
　京都式地域包括ケアシステムの３大プロジェクト（認知症、リハビリ、看取り）を軸と
した、地域の特性に応じた市町村の積極的な取組や、団体による府全域を対象とした人材
育成事業、団体と市町村との連携による取組に対して交付金を交付した。
　　２５市町村　　　　　　　　　　５７，１０５，０００円
　　７団体　　　　　　　　　　　１２，７８４，０００円
鰯　看取りプロジェクト推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「『さいごまで自分らしく生きる』を支える京都ビジョン・京都アクション」に基づき、
看取りサポート専門人材の養成や、本人の意思を尊重した在宅及び施設における看取りの
支援、家族が看取りに寄り添える施設の環境整備等、看取り対策の推進を図った。
　　家族宿泊室整備助成　　　　　　１箇所
允　高齢者等見守り地域づくり事業
　地域の高齢者、障害者、児童等、要配慮者の見守り・生活支援を進めるため、地域の活
動団体を巻き込んだ「見守りネットワーク（絆ネット）」を構築するとともに、見守り団体
の強化・支援を実施した。
　　絆ネット構築市町村数　　　　　１２市町　



―７５―

　　訪問見守りボランティア支援数　　　　４１４団体
　　熱中症対策訪問世帯数　　　　　　１７０，９７８世帯

３　執　　行　　額 ４７５，６４２，４４１円　　　　

（うち  

       １　施策の趣旨等
　重度心身障害児（者）、ひとり親家庭及び重度心身障害のある高齢者の経済的負担の軽減を
図る。

２　施策の実施状況
　市町村が実施する福祉医療給付事業等に助成した。
                                 　　　　　  重度心身障害児（者）
　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検倦検検検検検検検検検検検検検健
　　　　　　　　　京　都　市　　　 京都市以外の市町村　　 　　　計
　医　療　費　１，１２３，９７９，６１７円　　　　８９３，８３０，９３３円　　　　２，０１７，８１０，５５０円
                                    　　　　　　ひとり親家庭

　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検倦検検検検検検検検検検検検検健
　　　　　　　　　京　都　市　　　 京都市以外の市町村　　　　 　計
　　　〃　　　　５２８，２２３，１２３円　　　　４１７，５８６，４９３円　　　　　９４５，８０９，６１６円
                                　　　　　　　重度心身障害老人
　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検倦検検検検検検検検検検検検検健
　　　　　　　　　京　都　市　　 　京都市以外の市町村　　　 　　計
　　　〃　　　　６７５，３５６，４４５円　　　　４８４，４２２，１３１円　　　　１，１５９，７７８，５７６円

３　執　　行　　額 ４，１７０，６３６，７１０円　　　　
 （うち補助金　４，１７０，３７３，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　生活困窮者自立支援法等に基づき、自立就労のサポート強化を行うなど、生活と就労の一
体的支援に積極的に取り組み、生活困窮者等の就労を総合的に支援する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　実　績
　生活困窮者自立相談支援者数　　　　　　　　　　３，３００人　　２，６９５人
　京都自立就労サポートセンター利用者数　　　　　２，０００　　　２，０９０
　中間的就労（有給雇用型）協力団体数　　　　　　　２０団体　　　２４団体
　学習支援等を行った生活困窮者世帯等の中学生の
　うち高校進学を希望する者の進学率　　　　　　　　１００％　　　１００％

２　施策の実施状況
茨　保健所における自立相談支援
　　保健所に相談支援員を配置し、生活困窮者の自立相談支援を実施した。
　　生活困窮者自立相談支援者数　　　　　　　　延べ７０９人

委託料　２８８，１２８，８７８円
補助金　１６４，９７５，１４９ ）

重度心身障害児（者）
等医療給付助成事業
（医療保険政策課）

京都式生活・就労一体
型支援事業
（福祉・援護課）
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芋　就労サポート機能の強化
　「京都自立就労サポートセンター」による自立相談支援機関における生活困窮者自立相談
支援事業のサポートや中間的就労の場の開拓等を実施した。
　　自立相談支援機関への支援件数　　　　　　　　　３８５件
　　きょうと生活・就労おうえん団参加団体数　　　　３８９団体
　　　うち中間的就労（有給雇用型）協力団体数　　　１４４
　　　　　中間的就労（有給雇用型）による支援者数　　４５人
鰯　生活改善・社会訓練に向けた取組
　生活等に課題を抱える者にカウンセリング等を行う居場所を設置するとともに、就労体
験の場を提供し、就労のための訓練を行った。
　　生活困窮者等の居場所利用者数　　　　　　　　延べ４８人
　　就労体験参加者数　　　　　　　　　　　　　　　　１
允　技能・基礎能力習得に向けた取組
　きめ細かい段階的な就労支援メニューとして、社会人基礎力向上のセミナーや、就職準
備訓練等を実施した。
　　就職準備等スキルアップ訓練参加者数　　　　　　　２人
印　子どもの居場所づくりに向けた取組
　生活困窮世帯等の中学生等を対象に進路等を考える機会を提供するための居場所を設置
した。
　　利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３人
咽　就労準備支援事業者等の育成に向けた取組
　生活困窮者等の自立を支援する社会資源の育成のため、社会福祉法人・NPO等を対象に
研修を実施した。
　　受講者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１人

３　執　　行　　額 ６６，０３９，７８９円　　　　
 （うち委託料４７，５３７，５９７円）　

       １　施策の趣旨等
　生活福祉資金貸付事業の相談員を配置し、生活困窮者の生活再建を支援する。

２　施策の実施状況
　各市区町村社会福祉協議会の生活福祉資金相談窓口に相談員を配置し、総合的な相談・自
立支援を実施した。
　相談員の配置　　　４２人
　相談件数　　　８，８９９件

３　執　　行　　額 ５２，５５５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

生活福祉相談・就労支
援事業
（介護・地域福祉課）
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       １　施策の趣旨等
　効率的かつ質の高い医療提供体制の構築と、地域包括ケアシステムの構築を総合的に推進
するため、「地域医療介護総合確保基金（介護分）」の積立てを行った。

２　施策の実施状況
　地域医療介護総合確保基金（介護分）の積立てを行った。
　平成２７年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，３６０，５９１，１３０円
　　　　　　　　　　　　　　　　（出納整理期間中に、３７，５６４，１９１円を積立て）
　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，７３４，６４７，１５５
　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１７４，５４２，０００）
　平成２８年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，９５８，２６０，４７６
　※　出納整理期間中に、２３，１８９，５９７円を積立て

３　執　　行　　額 ３，７３４，６４７，１５５円　　　　
 （積立金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
 　平成２８年熊本地震による被災地を支援するため、現地にボランティア等を派遣する。

２　施策の実施状況
　被災地支援のため、ボランティア派遣等を行った。
　現地災害ボランティアセンター事務局職員派遣　３３人
　一般ボランティア派遣　２回　　　　　　　　　５９

３　執　　行　　額 ６，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　地域の特性や障害者の状況に応じた事業を実施し、障害者（児）が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう支援する。

２　施策の実施状況
茨　発達障害者支援事業
　　発達障害者の自立と社会参加のため、ライフステージを通じて支援を実施した。
芋　地域生活支援事業
　能力や適正に応じ、障害者（児）が自立した日常生活や社会生活を送ることができるよ
う、相談事業やコミュニケーション支援事業に助成した。

地域医療介護総合確保
基金積立金
（高齢者支援課）

被災地支援事業
（介護・地域福祉課）

２　障害者福祉
費
（Ｐ９８）

２，２０２，２３５，８６５
（１８，３５８，１０４，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
３１９，７８７，０００

障害者施設整備
助成費
 ３１６，７０４，０００　 　　　　　　　 
社会福祉施設等
安全対策事業費
 ３，０８３，０００
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券
献
献
献
献
献
献
鹸

１，４９４，４３３，７８０
（１７，５０８，７８７，４４８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３４４，９７７，１５２
寄　附　金
 １５０，０００
諸　収　入
 １７，２６０，４２６

障害者地域生活支援事
業
（障害者支援課）
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         　　　２６市町村　６３１，１９８，０００円

３　執　　行　　額  ８５８，１３５，７４４円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　障害者自立支援法の施行に伴う利用者負担額の増加等に対し、激変緩和の観点から府独自
の支援策を実施する。

２　施策の実施状況
　障害者福祉サービス等利用者の所得区分に応じ、負担額を軽減した。
　対象者数
　補装具給付利用者負担緩和事業　　　　延べ　　４，４８７人
　自立支援医療利用者負担緩和事業　　　　〃　２７５，０８５
　重複利用者負担総合上限事業　　　　　　〃　　　１００
　知的障害者入所者医療費負担緩和事業　　〃　　　５２２
　障害者自立支援医療特別対策事業　　　　〃　　　５１２
　障害児施設利用支援事業　　　　　　　　〃　　　８６０

３　執　　行　　額 ２２５，０５６，９７８円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　障害福祉計画に定めるサービス見込量を確保するため、施設の創設や既設事業所の大規模
修繕等に要する経費を助成し、量的整備と質の向上を図る。

　指標：共同生活援助の支給決定見込量　　目標：１，４１１人　　実績：１，４１６人

２　施策の実施状況
茨　生活介護事業（創設）
　　設置主体　　特定非営利活動法人　きづがわ福祉会
　　事業所名　　（仮称）もえぎ
　　設置場所　　木津川市山城町平尾中古川２３番地 
　　定員　　　　２０人
　　構造・規模　木造２階建て　延床面積　１６９．２０㎡
　　総事業費　　４３，０３０，０００円

府　　　債
 １０６，０００，０００
一 般 財 源
 １，０２６，０４６，２０２ 委託料　１６０，２２６，７８３円

補助金　６９０，１３８，０００ ）

障害者（児）福祉サー
ビス等利用支援事業　
（障害者支援課）

補助金　１８６，６３２，０００円
扶助費　　３４，０３１，１１６ ）

障害者施設整備助成事
業
（障害者支援課）



―７９―

　　補助額　　　３２，１１１，０００
芋　就労継続支援Ｂ型事業（改築）
　　設置主体　　社会福祉法人　しあわせネットワーク
　　事業所名　　しあわせネット・勇気
　　設置場所　　福知山市字天田小字額田４２６
　　定員　　　　２０人
　　構造・規模　木造　延床面積　１２８．１９㎡
　　総事業費　　３４，９９２，０００円
　　補助額　　　　８，８６５，０００
鰯　共同生活援助事業（創設）
　　設置主体　　特定非営利活動法人　わいわいネットなかま
　　事業所名　　陽だまりの里　さんさん上石
　　設置場所　　綾部市寺町上石２８‐６、２８‐３
　　定員　　　　４人
　　構造・規模　木造　延床面積　９９．３７㎡
　　総事業費　　２５，６３１，７４３円
　　補助額　　　１８，１４４，０００
允　共同生活援助事業（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人　共生福祉会
　　事業所名　　グループホーム緑の風玉枝ホーム（仮称）
　　設置場所　　京田辺市大住大坪４２‐１２
　　定員　　　　４人
　　構造・規模　木造２階建て　延床面積　１６２．０４㎡
　　総事業費　　３５，１０６，０００円
　　補助額　　　２１，６００，０００
印　共同生活援助事業（大規模修繕）
　　設置主体　　社会福祉法人　久美の浜福祉会
　　事業所名　　佐濃ホーム
　　設置場所　　京丹後市久美浜町安養寺５８０‐３ 
　　定員　　　　１０人
　　構造・規模　木造　延床面積　５０１．９３㎡
　　総事業費　　８，７９１，０００円
　　補助額　　　５，５９２，０００
咽　共同生活援助・短期入所事業（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人　久御山福祉会
　　事業所名　　グループホームわお（仮称）
　　設置場所　　久世郡久御山町森村東２２０
　　定員　　　　９人
　　構造・規模　木造２階建て　延床面積　３０３．７６㎡
　　総事業費　　７７，６６２，８００円
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　　補助額　　　３１，２７０，０００円
員　共同生活援助・短期入所事業（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人　向陵会
　　事業所名　　（仮称）ジョイフル神足
　　設置場所　　長岡京市神足３丁目１０２‐６
　　定員　　　　５人
　　構造・規模　木造２階建て　延床面積　１２８．７２㎡
　　総事業費　　４１，９９０，４００円
　　補助額　　　２７，７０２，０００
因　相談支援事業（改築）
　　設置主体　　特定非営利活動法人　きづがわ福祉会
　　事業所名　　きづがわ福祉会
　　設置場所　　京都府木津川市山城町平尾東古川７４‐３ 
　　定員　　　　２０人
　　構造・規模　鉄骨造２階建て　延床面積　１６５．６７㎡
　　総事業費　　４，４９９，３００円
　　補助額　　　３，０５８，０００
姻　多機能型（生活介護・就労継続支援Ｂ型・放課後等デイサービス）（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人　みねやま福祉会
　　事業所名　　（仮称）宮津福祉人材養成センター
　　設置場所　　宮津市字波路７１６番地の３
　　定員　　　　２６人
　　構造・規模　木造　延床面積　１０９．０５㎡
　　総事業費　　４０，２９６，３７７円
　　補助額　　　２４，０３７，０００
引　施設入所支援、短期入所、生活介護、就労継続支援Ｂ型（大規模修繕）
　　設置主体　　社会福祉法人　京都太陽の園
　　事業所名　　京都太陽の園
　　設置場所　　南丹市園部町横田前３２ 
　　定員　　　　５０人
　　構造・規模　鉄筋コンクリート造　延床面積　２，６３４．７１㎡
　　総事業費　　２６，４４３，８００円
　　補助額　　　１９，０４３，０００
飲　共同生活援助事業（スプリンクラー整備）
　　設置主体　　社会福祉法人　山城福祉会
　　事業所名　　グループホームかさとり
　　設置場所　　宇治市西笠取辻出川東６７-１
　　定員　　　　１０人
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　　構造・規模　木造　延床面積　２５３．８１㎡
　　総事業費　　７，６６８，０００円
　　補助額　　　４，７０３，０００
淫　共同生活援助事業（スプリンクラー整備）
　　設置主体　　社会福祉法人　久美の浜福祉会
　　事業所名　　佐濃ホーム
　　設置場所　　京丹後市久美浜町安養寺５８０‐３ 
　　定員　　　　１０人
　　構造・規模　木造　　延床面積　５０１．９３㎡
　　総事業費　　５，６１６，０００円
　　補助額　　　４，２１２，０００
胤　共同生活援助事業（増築）
　　設置主体　　社会福祉法人　あみの福祉会
　　事業所名　　共同生活住居「ほてい荘」
　　設置場所　　京丹後市網野町下岡８５４
　　定員　　　　１１人
　　構造・規模　木造２階建て　延床面積　５５６．０９㎡
　　総事業費　　１６，４８０，８００円
　　補助額　　　　２，６８５，０００

３　執　　行　　額 ２０３，０２２，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らせる共生社会を実現するため、障害
のある人の文化芸術及びスポーツ活動を推進する。

　指標：スポーツ、文化、芸術、レクリエーション活動への障害のある人の延べ参加者数
　共通目標：１３，０００人　実績：１１，９９９人
　※障害者スポーツ振興事業と共通の目標

２　施策の実施状況
茨　障害者文化芸術推進事業費
　　「きょうと障害者文化芸術推進機構」を運営し、文化芸術活動を推進した。
　　障害者文化芸術展の企画・開催　　　　　　　　　２，７２２人
　　地域アート展開催支援　　　　　　　　　　　　　　　１０箇所
　　「共生の芸術祭　ストップ・ウォッチ」来場者数　　１，６１５人
　　とっておきの芸術祭　　　　　　　　　　　　　　３，７７６
　　アートサポーター等人材育成　　　　　　　　　　　　５回
芋　障害者スポーツ推進事業
　身近な施設でスポーツに親しむ障害者を増加させるため、指導員を養成するなど障害者

障害者文化・スポーツ
振興事業
（障害者支援課）
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スポーツの推進を図った。
　　障害者スポーツ指導員養成講習会　　　参加者数　　　２６人
　　全国障害者スポーツ大会選手派遣　　　選手派遣数　　２５
　　全国車いす駅伝競走大会　　　　　　　参加選手数　１０４
　　障害者スポーツ拠点整備、空調設備等の設置、心身障害者福祉センター整備　　　　　
　　腰痛検査室等の改修　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　執　　行　　額 １２５，０３２，９７１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　外観からは分かりにくい内部障害や難病の方などが、公共交通機関等で支援を得られやす
くするため、ヘルプマークを導入する。

２　施策の実施状況
　援助を必要とする方に対し、ヘルプマークを窓口配布した。
　配布数　１０，６８９個

３　執　　行　　額 ４，３６６，３５３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　サン・アビリティーズ城陽がパワーリフティングのナショナルトレーニングセンターに指
定されたことを契機として、トップアスリートの支援を強化するほか、障害者スポーツの裾
野拡大と府民理解促進に向けた取組を実施する。

　指標：スポーツ、文化、芸術、レクリエーション活動への障害のある人の延べ参加者数
　共通目標：１３，０００人　実績：１１，９９９人
　※障害者文化・スポーツ振興事業と共通の目標

２　施策の実施状況
茨　パラリンピアン支援事業費
　　トレーニング機器（ベンチプレス台等）、医科学機器（筋電図等）の設置等
芋　障害者スポーツ交流事業費　
　　車いすフェンシング、パラ・パワーリフティング体験会　参加者数　延べ６０人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，８１０，５３９円
 （うち備品購入費　８，２８９，８６５円）　　

ヘルプマーク推進事業
（障害者支援課）

障害者スポーツ振興事
業
（障害者支援課）
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       １　施策の趣旨等
　社会福祉施設の安全対策強化を図るため、非常通報装置の設置等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　民間施設
　　整備施設数　５８施設
　　整 備 内 容　防犯カメラ、非常通報装置設置　等
　　補　助　額　５６，５６８，０００円
芋　府立施設
　　　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　整備内容
　　府立心身障害者福祉センター　　　防犯カメラ、非常通報装置等　
　　府立視力障害者福祉センター　　　防犯カメラ、非常通報装置　　

３　執　　行　　額 ６３，００９，１９５円　　　　
 （うち補助金　５６，５６８，０００円）　

 

         １　施策の趣旨等
　家庭支援総合センターを中心に、市町村等関係機関と連携・協力し、配偶者からの暴力を
受けた者に対する相談対応、一時保護及び自立支援等を実施する。
指標：自立支援計画を策定（概ね２週間以上の家庭支援総合センター入所者）し継続的に

支援する者
　目標：５０件　実施：４３件

２　施策の実施状況
茨　相談・支援機能の強化
　家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）において、被害者に対する適切
な処遇を行うための相談・支援を実施した。
　　相談件数　　　　　　　　　　　　　　延べ９，０９５件
　　カウンセリング件数　　　　　　　　　　〃　　２６０
芋　一時保護、被害者の自立支援事業
　家庭支援総合センターにおける緊急一時保護や民間支援団体が運営する民間シェルター
に助成し、被害者支援の推進を図るとともに、被害者の地域生活を支援する地域生活サ
ポーターの養成を実施した。
　　一時保護人数　　　　　　　　　　　　　　　１１４人
　　地域生活サポーター養成数　　　　　　　　　　７８
鰯　協力機関の連携・協力
　関係機関・団体からなる「ＤＶネットワーク京都会議」を開催するとともに、参加関係
団体を対象とした「ＤＶ被害者支援シンポジウム～ＳＮＳに関係したＤＶについて～」を
開催した。また、市町村相談員等を対象に研修を実施し、市町村におけるＤＶ施策の推
進・連携体制を整備した。

社会福祉施設等安全対
策事業
（障害者支援課）

３　婦人福祉費
（Ｐ９８）

２６，４３９，０００
（１１０，２４３，０００）

２６，００７，０４７
（１０８，６３２，９７７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ８，６２３，４８５
諸　収　入
 ２，６４５，６２０
一 般 財 源
 １４，７３７，９４２

ドメスティック・バイ
オレンス対策事業　　
（家庭支援課）
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　　ＤＶネットワーク京都会議　　　　　　　　　　４回
　　ＤＶ被害者シンポジウム参加者数　　　　　　　９３人
　　市町村相談員等研修　　　　　　　　　　　　　４回

３　執　　行　　額 １３，６０５，０００円　　　　

       １　施策の趣旨等
　性暴力被害者に対して総合的な支援を提供する「京都性暴力被害者ワンストップ相談支援
センター」を運営し、被害者の心身の負担軽減とその回復を図るとともに、被害の潜在化を
防止し、性暴力のない社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
茨　性暴力被害者の状況に応じた支援を関係機関と連携して実施
　　電話相談　　　　　　　１，２０５件
　　来所相談　　　　　　　　　　１１９
　　同行支援　　　　　　　　　９５
　　公費負担による経済的支援　医療費２６　カウンセリング１９４件
芋　性暴力被害者に対する相談支援ネットワークの強化
　　関係機関連携会議の開催　　３回
鰯　性暴力被害者相談支援員の養成
　関係機関の支援をコーディネートできる専門的な知識やスキルを備えた人材の養成研修
を実施した。
　　支援員養成講座修了者　　　２１人

３　執　　行　　額 １２，４０２，０４７円　　　　
 （うち委託料　１０，８２２，５１８円）　

 

         １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図るとともに、高齢者健康福祉計画に基づく特別養護老人
ホーム等の創設及び既存施設の増改築を促進し、入居者の生活空間の量的整備と質的向上を
推進する。

　指標：特別養護老人ホーム、介護老人保健施設整備による定員の確保
　目標：１２０人　　　実績：１２０人

２　施策の実施状況
茨　福祉有償運送事業

京都性暴力被害者ワン
ストップ相談支援セン
ター事業
（家庭支援課）

４　老人福祉費
（Ｐ９８）

３５，８１５，１２４，０００
（３７，２１７，７７６，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
１，２５０，２４３，０００
京都式地域包括　 　　　　　　　 ケアセカンドス
テージ事業費

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

３４，５５１，４６１，７０６
（３５，９２９，５０８，４９０）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １８４，１７２，０００
国庫支出金
 １８８，５２２，０００
財 産 収 入
 ３６２，５６８

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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         　　　通院等の外出に支援を有する高齢者の移動手段を確保するため、事業者の車両購入経
費・保有する車両の改造経費の助成及び運転協力者の養成講習会を実施した。
　　福祉車両購入等助成台数　　　　　　　　　７台
　　運転協力者養成講習参加者数　　　　　　　１１３人
芋　特別養護老人ホーム等整備事業
　特別養護老人ホーム等において、入居者の居住環境向上のための施設整備事業や家族と
入居者の交流のための宿泊室等整備事業に助成し、介護基盤整備を推進した。
　　設置主体　　社会福祉法人希望の丘福祉会
　　施設名　　　特別養護老人ホーム豊の郷
　　設置場所　　福知山市字大門９００番地
　　定員　　　　特養８０人、ショート２０人
　　構造・規模　鉄骨造地上２階建　延床面積１，６７１㎡
　　総事業費　　４６４，０５２，０００円
　　補助額　　　　９２，８０１，０００
　　設置主体　　社会福祉法人乙の国福祉会
　　施設名　　　特別養護老人ホーム旭が丘ホーム紅葉葵
　　設置場所　　長岡京市長岡１丁目１２番１外
　　定員　　　　特養３０人
　　構造・規模　鉄筋コンクリート造地上３階地下１階建　延床面積１，４０５㎡
　　総事業費　　４９０，４２８，０００円
　　補助額　　　１２６，６６１，０００
　　設置主体　　社会福祉法人みねやま福祉会
　　施設名　　　（仮称）宮津福祉人材養成センター
　　設置場所　　宮津市字波路小字峠ノ浜７１６‐３
　　定員　　　　特養６０人
　　構造・規模　一部鉄骨造地上３階建　延床面積３，４２３㎡
　　総事業費　　８３１，５７９，６８５円
　　補助額　　　１２５，００２，０００
　　設置主体　　社会福祉法人宇治明星園
　　施設名　　　宇治明星園養護老人ホーム
　　設置場所　　宇治市莵道岡谷１６‐３
　　定員　　　　養護５０人、ショート３人
　　構造・規模　一部鉄筋コンクリート造地上２階建　延床面積１，９９２㎡
　　総事業費　　５７３，６６４，０００円
　　補助額　　　１９４，６２５，０００　
　　設置主体　　社会福祉法人山彦会
　　施設名　　　高齢者あんしんサポートハウス木蘭
　　設置場所　　船井郡京丹波町橋爪町田１０５番地
　　定員　　　　高齢者あんしんサポートハウス３０人
　　構造・規模　鉄骨造地上１階建　延床面積１，５３４㎡

繰　入　金
 ５６８，１７６，０００
繰　越　金
 ２，３３９，０００
諸　収　入
 ９００，０００
府　　　債
 ７７６，０００，０００
一 般 財 源
 ３２，８３０，９９０，１３８
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　　総事業費　　３４２，３６０，０００円
　　補助額　　　１３９，２５０，０００
　　設置主体　　社会福祉法人成光苑
　　施設名　　　特別養護老人ホーム岩戸ホーム
　　設置場所　　福知山市猪野々小字後伯３１‐１他
　　定員　　　　特養９０人、ショート１０人
　　構造・規模　鉄骨造地上４階建　延床面積４，７０８㎡
　　総事業費　　１，４６０，３５４，４００円
　　補助額　　　　　９９，１４１，０００
鰯　元気な高齢者活躍推進事業
　　高齢者が地域の担い手として活躍できるようスキルアップ研修を開催した。
　　参加者数　　４１０人

３　執　　行　　額 ８０１，０２０，２９６円　　　　
 （うち補助金　７９２，４８０，０００円）

       １　施策の趣旨等
　府民の高齢期における適切な医療を確保し、健康を守る。

２　施策の実施状況
　６５歳以上７０歳未満の高齢者のうち、高齢者の医療の確保に関する法律による医療等の給付
の対象とならない者を対象に、市町村が行う医療費の給付に助成した。
　　　　　　　　　京　都　市　　　京都市以外の市町村　　　　　計
　医　療　費　　５３１，２０２，０８４円　　　７７６，９７４，６９６円　　　１，３０８，１７６，７８０円

３　執　　行　　額 １，３５０，０１０，３６２円　　　　
 （うち補助金　１，３４９，４７５，２４２円）　

       １　施策の趣旨等
　７５歳以上の高齢者に適切な医療を確保し、健康を守る。

２　施策の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
茨　後期高齢者医療給付事業
　　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、医療費の一部を負担した。
芋　後期高齢者医療制度義務負担金
　　低所得者等の保険料軽減、高額な医療費の公費を負担した。
鰯　後期高齢者医療財政安定化基金積立金
　　後期高齢者医療財政安定化基金への積立てを行った。

老人医療給付助成事業
（医療保険政策課）

後期高齢者医療助成事
業
（医療保険政策課）
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　　平成２７年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　８１２，７５９，１１８円
　　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　　　５５２，８７８，５６８
　　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　　５５５，０００，０００）
　　平成２８年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　８１０，６３７，６８６

３　執　　行　　額 ３１，８２９，９４９，２４８円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　後期高齢者の保険料の増加を抑制することにより、保険料負担を軽減する。

２　施策の実施状況
　後期高齢者医療財政安定化基金を活用し、京都府後期高齢者医療広域連合に交付すること
により、保険料を抑制した。

３　執　　行　　額 ５５５，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・健診データを活用し、後期高齢者一人ひとりの心身の特性に応じた、質の高
い保健事業を推進する。

　指標：データ活用市町村数　目標：１３市町村　実績：１６市町村

２　施策の実施状況
　京都府後期高齢者医療広域連合と市町村が、健診結果やレセプトデータ等をもとに対象者
を選定し、一人ひとりの状況に応じた質の高い保健事業を行えるよう支援した。

３　執　　行　　額 １３，１７６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　社会福祉施設の安全対策強化を図るため、非常通報装置の設置等を実施する。

２　施策の実施状況
　　　施設名　　　　　　　　　　　　整備内容　　
　　府立洛南寮　　　　　　非常通報装置、防犯カメラ等　

３　執　　行　　額 ２，３０５，８００円　　　　
 （工事請負費）　　　　

負担金　３１，２５６，１１５，８２５円
補助金　　　１９，２４０，０００
積立金　　　５５２，８７８，５６８ ）

後期高齢者医療特別対
策事業
（医療保険政策課）

後期高齢者データヘル
ス推進事業
（医療保険政策課）

社会福祉施設等安全対
策事業費
（高齢者支援課）
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         １　施策の趣旨等
　国民健康保険等の財政基盤の安定化を図ることにより、国民健康保険事業の健全な運営を
確保する。

２　施策の実施状況
　府国民健康保険調整交付金を市町村に交付するとともに、基盤安定負担金及び高額医療費
共同事業負担金を交付した。
　また、京都府国民健康保険団体連合会等が行う国民健康保険事業の円滑・適正な運営を図
るために要する経費に助成し、国民健康保険事業の健全な運営を確保した。

　　　　　　京　都　市　　　　　 　　　 　　　　　　計

　 　１４，０９２，９８２，３８６円　　９，８６３，４８４，２５２円　２０，７００，０００円　２３，９７７，１６６，６３８円

３　執　　行　　額 ２３，９７７，１６６，６３８円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　平成３０年度からの市町村国民健康保険の都道府県単位化に向け、国民健康保険財政の安定
化を図るため、国民健康保険財政安定化基金への積立てを行った。

２　施策の実施状況
　国民健康保険財政安定化基金への積立てを行った。
　平成２７年度末現在高　　　　　　　　　　　　　３９０，６００，０００円
　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　７９１，４２６，３９５
　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　　　　　０）
　平成２８年度末現在高　　　　　　　　　　　　１，１８２，０２６，３９５

３　執　　行　　額 ７９１，４２６，３９５円　　　　
 （積立金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　国民健康保険制度の安定化を図るため、平成３０年度からの市町村国民健康保険の都道府県
単位化に向けた移行準備を行う。

６　国民健康保
険連絡調整
費
（Ｐ１００）

２４，７７２，５３６，０００
（２５，３０２，６６５，０００）

２４，７７２，１９２，２０５
（２５，３００，９３６，８２９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ７９４，０５７，０００
財 産 収 入
 １４６，３９５
一 般 財 源
 ２３，９７７，９８８，８１０

国民健康保険助成事業
（医療保険政策課）

京都市以外
の 市 町 村

京都府国民
健康保険団
体連合会等

補助額
及　び
交付額

補助金　１１，６４７，１６６，６３８円
交付金　１２，３３０，０００，０００ ）

国民健康保険財政安定
化基金積立金
（医療保険政策課）

国民健康保険新制度移
行準備事業
（医療保険政策課）
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２　施策の実施状況
　国保事業費納付金等を算定するシステムの導入に係る環境整備を行った。
　また、京都府市町村国保広域化等協議会にテーマ別検討班を設置し、都道府県単位化に向
けた課題とその対応策をきめ細かく協議した。

３　執　　行　　額 ３，５９９，１７２円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　介護保険制度の円滑な運営を図る。

２　施策の実施状況
　介護保険法に基づき、市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を負担した。
　要介護認定者数　　　　　１４５，０５１人
　受給者数　　　　　　　　１２７，９０３
　給付額　　　　　２０８，２１４，１３５，６０６円

３　執　　行　　額 ３０，３２４，１３９，６８１円　　　　
 （負担金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。

２　施策の実施状況
茨　認知症総合対策事業
　ア　認知症高齢者とその家族を支えるため、早期発見・早期対応、相談体制の充実及び専
　　門的な診断等のサービスを充実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図った。
　　　認知症疾患医療センターの設置　　　８箇所
　　　認知症初期集中支援チームの設置　　９市町村
　　　初期認知症対応型カフェの設置　　　２６
　　　認知症サポート医養成数　　　　　　２７人
　　　認知症対応力向上研修受講者数　１，３８７
　　　高齢者あんしんサポート企業　　　２０６事業所　１，９６６人
　イ　「京都認知症総合センター（仮称）」整備事業
　　　認知症の初期からターミナル期まで、容態に応じた適時・適切なサービスを一体的に
　　提供する複合型施設「京都認知症総合センター（仮称）」の整備に着手した。
　ウ　日本版リンクワーカーの養成
　　　支援の空白期間となっている初期認知症の方への総合的な伴走支援を行うリンクワー
　　カーを養成した。

７　介護保険推
進費
（Ｐ１０２）

３３，１５１，６６１，０００
（３４，４４３，２６８，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
８７９，９８３，０００

京都式地域包括　 　　　　　　　 ケアセカンドス
テージ事業費

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

３１，８９８，３８４，３８１
（３３，１１４，２９９，５８７）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ５４１，０００
国庫支出金
 ２１，０７１，３８８
繰　入　金
 ９７７，６４９，９６０
繰　越　金
 ５１７，４９２，０００
一 般 財 源
 ３０，３８１，６３０，０３３

介護給付費負担事業
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業

（ ）高 齢 者 支 援 課
介護・地域福祉課
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　　　リンクワーカー養成数　　　　４５人
　エ　「こころのケアセンター」整備構想検討事業
　認知症等の総合相談窓口や人材養成を行う「こころのケアセンター」の整備構想を策
定した。

　オ　認知症アクションアライアンスの推進
　当事者ワーキンググループの設置等による認知症の方にやさしいまちづくりを推進し
た。

　カ　若年性認知症対策の推進
　　　就労継続できる環境の整備に向け、産業医等への理解促進のための研修を実施した。
芋　介護予防安心住まい推進事業
　市町村が実施する要介護状態となるおそれが高い高齢者等の住宅改修工事に対する補助
事業に助成した。
　　１４市町　６６世帯
鰯　地域介護基盤整備促進事業
　地域医療介護総合確保基金を活用して、認知症グループホーム等の設置を促進し、量的
整備を行った。
　ア　地域密着型サービス等整備助成事業
　市町村の計画に基づき事業者が実施する認知症グループホーム等の整備事業に助成
し、介護基盤整備を推進した。

　　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　１１箇所
　　　認知症高齢者グループホーム　　　　１２
　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　７
　　　認知症対応型デイサービス　　　　　１
　　　地域包括支援センター　　　　　　　１
　　　介護予防拠点　　　　　　　　　　　２
　イ　施設開設準備経費等支援事業
　開設時から安定した質の高いサービスが提供できるよう、施設の開設時に必要な初年
度経費に対して助成した。

　　　特別養護老人ホーム　　　　　　　　３箇所
　　　介護老人保健施設　　　　　　　　　１
　　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　５
　　　認知症高齢者グループホーム　　　　５
　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　３
　　　定期巡回・臨時対応型訪問看護介護　１
允　京都地域包括ケア推進機構の事業展開
　京都地域包括ケア推進機構において、在宅療養あんしんプロジェクト、看取り対策プロ
ジェクト、認知症総合対策推進プロジェクト等７つの事業推進プロジェクトを実施すると
ともに、各保健所に地域包括ケア推進ネットを設置し、プロジェクトを実施する市町村及
び地域団体等に対し支援を行った。
印　介護・医療連携ケア推進事業



―９１―

　ア　医療職と介護職の相互連携に必要な専門知識等に関する研修を実施した。
　　　受講者数　　医療的研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４８人
　　　　　　　　　指導看護師養成研修　　　　　　　　　　　　　　　１５８
　　　　　　　　　指導看護師フォローアップ研修　　　　　　　　　　　５６
　イ　看護職員と介護職員が連携して医療的ケアを安心・安全に提供することができるよう、
　　研修を実施している登録機関の質を担保するため、関係者会議等を開催した。
　　　開催数　　　２回
咽　在宅療養あんしん病院登録システム推進強化事業
　在宅で療養する高齢者がいつでも必要な時に安心して適切な医療サービスを利用できる
よう、新たに空床情報の公開によるスムーズな入院を支援するなど、在宅療養あんしん病
院登録システムを強化するとともに、医療・介護・福祉の関係者が連携した在宅医療をチー
ムで支える取組を推進した。
　　在宅療養あんしん病院指定数　　１３８病院
　　登録者数　　　　　　　　　　１１，７７２人

３　執　　行　　額 １，５７４，２４４，７００円　　　　

 （うち  

 

 ２　児童福祉費

         １　施策の趣旨等
　子育てに係る経済的負担を軽減し、子育てを社会全体で支援する。

２　施策の実施状況
　中学校卒業までの子どもを対象に、市町村が実施する子育て支援医療給付事業に対して助
成した。
　　　　　　　　　京　都　市　　　京都市以外の市町村　　　　　　　計
　医　療　費　　９４９，９６６，３８２円　　　９６３，９４７，２１０円　　　　１，９１３，９１３，５９２円

３　執　　行　　額 １，９４３，３１７，７２６円　　　　
 （うち補助金　１，９４３，１８４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　発達障害児童に対して早期に専門的な支援を行うことにより、対象児童の健やかな成長に
つなげるとともに、発達障害児童支援に関わる医師や専門職を養成し、支援体制の更なる充
実を図る。

　指標：スクリーニング実施率　　目標：４７％　　実績：４３．８％

２　施策の実施状況
茨　発達障害児童早期療育支援事業補助金
　市町村が実施する園巡回支援、ソーシャルスキルトレーニング、ペアレントトレーニン

委託料　　　６６，５１７，４０９円
補助金　１，４７２，０６１，４７６ ）

１　児童福祉総
務費
（Ｐ１０２）

７，６５２，９６５，０００
（１０，４３４，４１９，６７２）
翌年度への繰越
事業費繰越額

１０，２６４，０００
少子化対策総合　 　　　　　　　 戦略事業費

 
兼
献
験

 
券
献
鹸

７，１１１，２６２，９５１
（９，５７４，０１９，６４７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ９４７，２３８，３４５
繰　入　金
 ４３１，３６３，８２８
繰　越　金
 ８，１４２，０００
諸　収　入
 １，０００，０００，０００
府　　　債
 ４７，０００，０００
一 般 財 源
 ４，６７７，５１８，７７８

京都子育て支援医療助
成事業
（医療保険政策課）

発達障害者支援体制整
備事業
（障害者支援課）
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グ、発達相談・発達検査に対して助成した。
　　実施市町村数　　２４市町村
芋　発達クリニックの実施
　　要支援児童の保護者を対象に、各保健所において医師等による指導助言を行った。
鰯　専門職の育成
　ソーシャルスキルトレーニング及びペアレントトレーニングを行う専門職を養成するた
めの研修を実施した。
　　受講者数　　延べ３２１人
允　発達障害診療体制拡充事業
　　発達障害の診察ができる小児科医師を養成した。
　　養成数　　　　　　２人

３　執　　行　　額  １９，３１３，５２５円　　　　
 （うち補助金　１０，０７９，５００円）

       １　施策の趣旨等
　急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連携を図り、未然
防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した施策を総合的に推進する。

２　施策の実施状況
茨　未然防止
　心理カウンセラー、医師、保健師等による相談・支援を行うとともに、児童虐待防止
ネットワーク会議を通じた関係機関との連携強化や市町村への虐待防止アドバイザーの派
遣等を実施した。
　　心理カウンセラー等による相談・支援　　延べ１０８人
　　虐待防止アドバイザーの派遣　　　　　　　　　２１市町
芋　早期発見・早期対応
　児童相談所への児童虐待対応協力員の配置、法的対応を行うための弁護士の招へいを実
施するとともに、相談援助を行う児童家庭支援センターの運営費に助成し、地域における
相談体制を充実した。
　　児童虐待対応協力員の配置　　　　　　　　　　１２人
　　弁護士への依頼件数　　　　　　　　　　　　　９２件
　　児童家庭支援センター相談人数　　　　延べ１，６５７人
鰯　再発防止
　　精神科医を配置し、保護者へのカウンセリングを実施した。
　　精神科医による保護者カウンセリング　　　　１５４件
允　市町村との連携強化

児童虐待総合対策事業

（ ）こども総合対策課
家 庭 支 援 課
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　市町村（要保護児童対策地域協議会）職員の保護者対応技術力の養成等、児童虐待に関
する専門的な対応・技術力の強化を図った。
　　市町村等児童福祉専門職員育成研修参加者数　　３７人

３　執　　行　　額 ７２，３６１，９５７円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　次代の社会を担う子どもや若者が、結婚や子育てに夢を持ち、家庭を築き、子どもを生み
育てる希望が叶う社会の実現に向け、抜本的・総合的な少子化対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　子育てピアサポート事業
　ア　きょうと子育てピアサポートセンター設置事業
　「きょうと子育てピアサポートセンター」を開設（平成２８年８月２２日）し、市町村の
「子育て世代包括支援センター」の設置の支援等を行った。

　　　子育て世代包括支援センター設置市町数　　２０市町
　イ　オール京都子育て支援事業
　子育て支援に積極的に取り組む団体の認証制度を創設するとともに、認証団体が行う
子育て支援団体への中間的支援に対して助成した。

　　　認証団体数　　　　　　１１団体
　　　助成団体数　　　　　５　
　　　助成額　　　３，０６４，０００円　　　　
　ウ　子どもを育む文化創造事業
　　契　「京都府少子化対策府民会議」の設置

　オール京都体制で子育てを応援する気運を醸成するため府民会議を設置し、府民運
動を展開した。

　　　　参画団体数　　　１５９団体
　　形　「きょうと育児の日（毎月１９日）」の普及・啓発
　　　　きょうと育児の日の普及・啓発を実施した。
　　　　ライトアップ事業　平成２８年４月１９日（２箇所）　平成２８年１１月２２日（６箇所）
　　径　「一緒にしあわせ！子育て京都」キャンペーンの実施
　　　　パートナーや子どもとのふれあい写真を募集し、応募作品を活用した広報啓発を　
　　　　特設サイト等で実施した。
　　　　写真応募数　　　２０７点
　　　　移動写真展　　　平成２９年２～３月（９箇所）　　　　
　　恵　京都府子育て支援表彰の実施

　子育て支援に寄与する事業所・団体に対する知事表彰を実施するとともに、先進事
例集を作成した。

委託料　３，７４４，５８８円
補助金　２５，８３０，０００ ）

少子化対策総合戦略事
業

（ ）こども総合対策課
家 庭 支 援 課
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　　　　被表彰団体　１８団体
　　慶　一緒にしあわせ！学生ショート動画コンテストの開催

　結婚や子育てを応援する動画作品を募集して優秀作品を顕彰し、受賞作品をテレビ
ＣＭ、映画館ＣＭ等の広報啓発に活用した。

　　　動画応募数　３０点　
芋　保育人材総合確保事業
　ア　保育士修学資金貸付等事業
　保育士資格取得のための修学資金、潜在保育士の再就職時の就職準備金、保育料等の
負担軽減のための貸付、保育補助者の雇上費の貸付を実施した。

　　　保育士修学資金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９件
　　　潜在保育士の再就職準備金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　未就学児をもつ潜在保育士に対する保育所復帰支援に係る貸付　　２　
　　　保育補助者雇上支援に係る貸付　　　　　　　　　　　　　　　　２
　イ　保育人材確保・養成事業
　府や京都市、保育団体、養成校、労働局等で構成する協議会を新たに設置し、保育士
確保・養成に関する現状の共有と今後の取組方策の検討を行った。

　　　開催回数　６回
　ウ　保育士・保育所マッチング支援事業
　京都府保育士人材マッチング支援センターにおいて、保育士の就職相談、職業紹介・
定着支援のほか求人開拓などを実施し、保育人材の安定的確保・定着を図った。

　　　京都府保育人材マッチング支援センターにおけるマッチング数　　実績　６９人
　　　離職保育士バンク登録人数　　実績　２６１人
鰯　地域子育て人材養成事業
　ア　子育ての達人の養成
　高齢者や子育て経験者を「子育ての達人」として養成・認定し、保育所など子育て支
援の場の担い手となってもらうことにより、子育てにやさしい地域づくりを推進した。

　　　子育ての達人の養成数　３３人
　イ　子育て支援員等の養成
　　契　地域の子育て支援サービスを支える「子育て支援員」を養成した。　
　　　　子育て支援員の養成数　　　　１８０人
　　形　地域の子育て支援を支える「放課後児童支援員」を養成した。
　　　　放課後児童支援員の養成数　　３６５人
允　「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業
　ア　京の子育て応援総合融資事業
　子育てに係る費用全般を対象とした金融商品を金融機関と協働して創設し、子育て世
帯の経済的負担の軽減を図った。
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　　　対 象 経 費　子育てに係る経費全般
　　　限　　度　　額　２００万円
　　　実施金融機関　５機関
　　　返 済 期 間　１０年間
　　　金　　　　利　金融機関の通常金利より２％低利
　　　利 用 実 績　３０件　　　　
　イ　第３子以降保育料無償化事業
　子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市町村が実施する３人目以降の幼児教育・
保育料無償化事業に対して助成を行った。

　　　補助対象　全市町村
　　　負担割合　府、市１／２
　　　交　付　額　６３３，６１８，０００円
印　きょうと婚活応援センター事業
　「きょうと婚活応援センター」を活動拠点とし、婚活マスターや婚活支援団体、民間企
業等と連携し、結婚の希望を持つ独身者の支援を行うとともに、団体会員制度と登録結婚
支援団体制度を新たに創設し、事業所や団体の従業員への支援を拡充した。
　　本会員登録者数　　　　１，５８１人　
　　団体会員数　　　　　　　４８団体　
　　婚活マスター登録数　　　４５人
　　登録結婚支援団体　　　　１０団体
　　リレーフォーラム　　　　４回開催（京都市、宮津市、城陽市、南丹市）
咽　きょうと若者ライフデザイン事業
　大学生や企業等で働く若手社員を対象に、結婚や家庭、子育ても含めた人生設計（ライ
フデザイン）を考えるためのワークショップを開催した。
　　開催実績　延べ　２９校・団体
　　受講者数　１，０２９人
　　生き方ログ（ライフデザインを考えるロールモデル集）を作成
　ライフデザインラボ（学識者や経営者、大学生等により事業を検討する協議会）の
　開催回数　３回　
員　子ども・子育て基盤整備事業
　待機児童を解消するための保育所や放課後児童クラブ整備のほか、身近に利用できる小
規模保育や病児保育など、「安心して子育てしながら働きたい」という思いに応える基盤
整備を実施した。
　ア　待機児童解消促進事業
　待機児童の解消を図るために、保育所の新設及び増改築等を実施する市町村への助成
を実施した。

　　　４箇所（うち新設１箇所）
　イ　放課後児童クラブ等整備事業
　児童の安心・安全な居場所を確保するため、放課後児童クラブ室等の整備に助成し
た。
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　　　施設整備　　１２箇所
　ウ　保育や地域の子育て支援充実事業
　市町村が地域の実情を踏まえ実施する放課後児童クラブ、病児保育事業、延長保育事
業、乳児家庭全戸訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、ファミリー・
サポートセンター事業等に助成した。

　　　２６市町村

３　執　　行　　額 ４，７５２，０９２，３０６円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　保育士確保の取組みを更に強化するため、潜在保育士の再就職時の就職準備金の貸付額倍
増などの制度拡充を実施した。

２　施策の実施状況
　潜在保育士が再就職する際に必要となる準備金の貸付等を実施した。
　潜在保育士の再就職準備金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　１件
　未就学児をもつ潜在保育士に対する保育所復帰支援に係る貸付　　２　
　保育補助者雇上支援に係る貸付　　　　　　　　　　　　　　　　２

３　執　　行　　額 ２３９，２９９，５８８円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　すべての子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って成
長していけるよう、施策を推進する。

２　施策の実施状況
茨　ひとり親家庭等のこどもの居場所づくり事業
　　こどもの生活支援や学習支援等を実施する居場所づくりを支援した。
　ア　夏休み等短期型
　　　夏休み等長期休暇期間中の生活習慣及び学習等を支援した。
　　　実施箇所　６箇所（６市町）　　　参加世帯　９５世帯
　イ　通年型
　　　年間を通じ、居場所を開設し、生活習慣及び学習等を支援した。

委託料　　１１２，６６９，５１６円
補助金　３，６１９，４６０，１５８
貸付金　１，０００，０００，０００ ）

保育人材活躍サポート
事業
（こども総合対策課）

子どもの未来を守る事
業
（家庭支援課）
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　　　実施箇所　１５箇所（１０市町）　　　参加世帯　１８１世帯
　ウ　親の学び直し等の支援
　　　こどもの居場所を活用し、ひとり親への生活相談及び学習等を支援した。
　　　実施箇所　２箇所（２市町）　　　参加世帯　　１４世帯　
芋　子どもの未来づくりサポーター活動支援事業
　　若い世代が主体となった子どもの貧困対策に係る取組みを支援した。
　　実施箇所　４箇所（３市町）
鰯　就業定着支援事業　
　　児童養護施設等と連携し、入所中から退所後まで切れ目のない支援を実施した。
　　進路相談人数　９人　研修実施回数　２３回
允　施設退所者居場所運営事業
　児童養護施設退所児童の居場所の運営と併せて生活相談等の寄り添い型支援を実施し
た。
　　交流事業参加退所者数　延べ　６６人
印　施設等入所児童社会生活自立支援貸付事業
　保護者の援助が期待できない児童養護施設等入所者及び退所者が、安定した生活基盤を
築くことができるよう、資格取得及び家賃等生活に要する資金貸付を実施した。
　　貸付件数　４件

３　執　　行　　額 ６０，８５２，３２９円　　　　
 （うち委託料　５４，６７２，８９１円）　

       １　施策の趣旨等
　社会福祉施設の安全対策強化を図るため、非常通報装置の設置等を実施する。

２　施策の実施状況
茨　民間施設
　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　整備内容
　　舞鶴学園　　　　　　　　　　　防犯カメラ
　　舞鶴双葉寮　　　　　　　　　　防犯カメラ
　　るんびに学園　　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置
　　青葉学園　　　　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置
　　峰山乳児院　　　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置
　　京都大和の家　　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置
芋　府立施設
　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　整備内容
　　府立舞鶴こども療育センター　　非常通報装置、センサーライト　
　　府立こども発達支援センター　　防犯カメラ、非常通報装置　　
　　家庭支援総合センター　　　　　非常通報装置
　　福知山児童相談所　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置

社会福祉施設等安全対
策事業

（ ）障害者支援課
家庭支援課
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　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　整備内容
　　宇治児童相談所　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置
　　府立桃山学園　　　　　　　　　防犯カメラ、非常通報装置

３　執　　行　　額 １６，０２５，５２０円　　　　
 （うち工事請負費　９，３８９，５２０円）

       １　施策の趣旨等
　家庭的な養育を推進するため、ファミリーホーム開設に係る養育者住居の改修に要する経
費を助成し、家庭的養護の推進を図る。

２　施策の実施状況
　複数の児童の受け入れが可能となるよう、既存建物の居間等の改修及び風呂、トイレの増
設を行った。
　改修施設　１箇所

３　執　　行　　額 ８，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　就職が困難な状況にある母子家庭の母等に対し、安定した収入を得て自立した生活が送る
ことができるようジョブパーク等と連携して就労・生活を支援する。

２　施策の実施状況
茨　高等職業訓練促進給付金事業
　母子家庭の母等が、就職に有利な資格を取得するため養成機関へ通学している場合に給
付金を支給することで、生活の負担軽減を図った。
　　高等職業資格就学者数　１０人
芋　母子家庭等就職支援保育サービス事業
　ひとり親家庭自立支援センター等に保育ルームを設置し、職業訓練等に参加しやすい環
境を整備した。
　　保育ルームの設置　　　６箇所
鰯　ひとり親家庭就職活動支援事業
　　母子家庭の母等を対象に就職面接会を実施した。
　　就職面接会の開催　　　５回
允　母子家庭の母の就労支援事業
　直ちに就労を目指すことが困難な母子家庭の母に対し、就労体験・ビジネスマナーの習
得、心のケア等の生活支援を実施した。

ファミリーホーム開設
支援事業
（家庭支援課）

３　母子福祉費
（Ｐ１０４）

７４，４６６，０００
（１，２４２，２１１，０００）

５７，９０６，７９０
（１，２１５，５６２，８６０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３１，２３５，０００
一 般 財 源
 ２６，６７１，７９０

母子家庭等自立支援事
業
（家庭支援課）



―９９―

　　実施箇所　　　　　　　１箇所
　　参加者　　　　　　　　４０人（うち就職者６人）

３　執　　行　　額 ５７，９０６，７９０円　　　　
 　（うち委託料　４４，８９６，４７０円）　

 

         １　施策の趣旨等
　社会福祉施設の安全対策強化を図るため、防犯カメラの設置を実施する。

２　施策の実施状況
　　　施設名　　　　　　　　　　　　整備内容
　府立淇陽学校　　　　　　　　　　防犯カメラ

３　執　　行　　額 ８２５，１２０円　　　　
 （工事請負費）　　　　

 

 ３　生活保護費

         １　施策の趣旨等
　保健所に就労支援員を配置し、被保護者の就労や社会参加による自立を支援する。

２　施策の実施状況
　保健所に就労支援員を配置し、総合的な相談・自立支援を実施した。
　就労支援件数　１０８件（うち就労や収入増につながった件数　５３件）

３　執　　行　　額 １５，４６４，２４７円　　　　

 

 ４　災害救助費

         １　施策の趣旨等
　災害発生後２４時間に必要な物資を、５年計画で整備する。

２　施策の実施状況
　「公的備蓄等に係る基本的な考え方」に基づき、５年計画の３箇年目分を購入した。
　毛布　　　　　　２５，６００枚
　アルファ化米　１２６，４００食

４　児童福祉施
設費
（Ｐ１０６）

１，７２８，０００
（２１８，９７６，０００）

８２５，１２０
（２１６，３４４，９０８）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １８８，０００
国庫支出金
 ４１２，０００
一 般 財 源
 ２２５，１２０

社会福祉施設等安全対
策事業
（家庭支援課）

１　生活保護総
務費
（Ｐ１０６）

１５，８２１，０００
（９１０，６８１，０００）

１５，４６４，２４７
　（９０４，２３３，６９４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １１，５９８，１８５
一 般 財 源
 ３，８６６，０６２

生活福祉相談・就労支
援事業
（福祉・援護課）

２　備　蓄　費
（Ｐ１０８）

４９，４４９，０００
（４９，５１１，０００）

　４９，４４８，５０６
　　（４９，４８０，６１６）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ４９，４４８，５０６

災害救助用備蓄物資整
備事業
（健康福祉総務課）
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　飲料水　　　　　２７，９６０リットル　等

３　執　　行　　額 ４１，６１０，５８４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　平成２８年熊本地震による被災地支援に要した災害救助用備蓄物資の補充を実施する。

２  施策の実施状況
　被災地支援に要した災害救助用備蓄物資を補充した。
　簡易トイレ　　　　　　　　　８２２基
　凝固剤　　　　　　　　　１２，４００回分
　トイレットペーパー　　　９４３，２００ｍ（６，２８８本）
　アルファ化米　　　　　　１０，０００食

３　執　　行　　額 ７，８３７，９２２円　　　　

 

備蓄物資補充事業
（健康福祉総務課）


